
株式会社  東北銀行

（単位：百万円）

科            目 金 額 金 額

(資産の部)

14,731 567,364

35,657 200

5,000 648

207 1,503

85,030 2

452,553 700

58 3,287

2,535 1,483

9,048 1,228

2,993 20,242

20,242 596,660

△ 8,227

6,000

5,329

1,767

9,521

8,423

1,098

308

552

23,171

619,831 619,831

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

第８１期中（平成１２年９月３０日現在）中間貸借対照表

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

科            目

(負債の部)

預 金

買 入 手 形

商 品 有 価 証 券

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

外 国 為 替

社 債

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

有 価 証 券

任 意 積 立 金

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

再評価に係る繰延税金負債動 産 不 動 産

負 債 の 部 合 計

(資本の部)

支 払 承 諾

資 本 金

法 定 準 備 金

再 評 価 差 額 金

剰 余 金

中 間 利 益

その他有価証券評価差額金

(2)

中 間 未 処 分 利 益



株式会社　東北銀行

中間貸借対照表の注記

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．商品有価証券の評価は、時価法により行っております。

３．有価証券の評価は、満期保有の債券については移動平均法による償却原価法、子会社・子法人等株式については移動

平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間期末日の市場価格等に基づく時価法、時価

のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差

額については、全部資本直入法により処理しております。

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

５．動産不動産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し計上しております。

      建  物    定率法を採用し、税法基準の60％の耐用年数に基づく償却率による。

                  ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用

　　　　　　　　　し、税法基準の60％の耐用年数に基づく償却率による。

      動  産    定率法を採用し、税法基準の償却率による。

      その他    税法の定める方法による。

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

７．外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ

いては、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の

うち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（６９３百万円）については、５年による按分額を費用処理することとし、当中間期にお

いては同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。

10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

11．ヘッジ会計の方法は、住宅ローン等の固定金利貸出金に対して個別に金利スワップ取引の紐付けを行い、市場金利

の変動による価値変動をヘッジしております。金利スワップ取引は、その条件を検証の上、繰延ヘッジ処理を適用して

おります。

12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

13．有価証券には自己株式３２０，５７０円が含まれております。なお、商法第210条ノ２第２項第３号に定める自己

　株式はありません。
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　14．動産不動産の減価償却累計額        ７，１９４ 百万円

　15．動産不動産の圧縮記帳額                ５３７ 百万円

　16．貸出金のうち、破綻先債権額は５，５３４百万円、延滞債権額は４，０３６百万円であります。

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　17．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１，２９６百万円であります。

　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　18．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は９，９４５百万円であります。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。

　19．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２０，８１２百万円でありま

　す。

　　なお、16．から19．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、１６，６８９百万円であります。

21．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　有価証券　　　　　８０３百万円

　　担保資産に対応する債務

　　　預金　　　　　３，０７１百万円

　　上記のほか、為替決済、手形交換等の取引の担保として有価証券３０，６９７百万円を差し入れております。

　　なお、動産不動産のうち保証金権利金は３００百万円であります。

22．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその他資産に含めて計上しております。なお、

上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は２６８百万円であります。

　23．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

　差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「再評価差額金」として資本の部へ計上しております。

　　　再評価を行った年月日                        平成11年３月31日

　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第119号）第２条第４号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補正、側方路線影響加算、不整形地補正による補正等）合理的な調

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整を行って算出。

　同法律第 10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後

の帳簿価額の合計額との差額　　　３０３百万円

　24．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１，５００百万円が含

　まれております。

　25．社債は、劣後特約付社債であります。
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　26．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「商品有価

　証券」が含まれております。以下29．まで同様であります。

　　　売買目的有価証券

　　　　　　中間貸借対照表計上額　　　　　　　　２０７百万円

　　　　　　当中間期の損益に含まれた評価差額　　△　０百万円

　　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　　　　　　中間貸借対照表　　　　　時　　価　　　　　差　　額

　　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　社　債　１，０００百万円　　１，０２４百万円　　　　２４百万円　　　２４百万円　　　　－百万円

　　　　その他　４，４５８　　　　　４，４２２　　　　　　△３５　　　　　　４５　　　　　　８１

　　　　合　計　５，４５８　　　　　５，４４７　　　　　　△１１　　　　　　６９　　　　　　８１

　　　子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません

　　　その他有価証券で時価のあるもの

　　　　　　　　　　　取得原価　　　　　中間貸借対照表　　　　評価差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　株　式　　　３，６２０百万円　　３，５９８百万円　　　△２２百万円　　４５８百万円　　４８０百万円

　　　　債　券　　６４，９９２　　　　６６，０２９　　　　１，０３７　　　１，１９０　　　　　１５３

　　　　　国　債　２１，５５１　　　　２１，８０５　　　　　　２５４　　　　　３４４　　　　　　９０

　　　　　地方債　　２，１５２　　　　　２，２４８　　　　　　　９６　　　　　１１９　　　　　　２２

　　　　　社　債　４１，２８８　　　　４１，９７５　　　　　　６８６　　　　　７２６　　　　　　３９

　　　　その他　　　７，９２８　　　　　７，８５０　　　　　　△７７　　　　　　３６　　　　　１１４

　　　　合　計　　７６，５４２　　　　７７，４７８　　　　　　９３６　　　１，６８４　　　　　７４８

　　　　　なお、上記の評価差額から繰延税金負債３８３百万円を差し引いた額５５２百万円が、「評価差額金」でありま

　　　　　す。

　27．当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　売却額　　　　　　　売却益　　　　　　売却損

　　　　　　　　　　３，１４４百万円　　　　３７３百万円　　　２９３百万円

　28．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

　　　　　内　　　容　　　　　　　　　　　　　　　　　中間貸借対照表計上額

　　　子会社・子法人等株式

　　　　　　　　子会社・子法人等株式　　　　　　　　　　　　　　　０百万円

　　　その他有価証券

　　　　　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　　　　　２，０９３
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　29．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　１年以内　　　　１年超５年以内　　５年超10年以内　　　　　　　10年超

　　　　債　券　　　　９，５０８百万円　５０，６２２百万円　１１，２０９百万円　　　　　　－百万円

　　　　　国　債　　　　　３８２　　　　１５，６９５　　　　　５，４７９　　　　　　　　　－

　　　　　地方債　　　　　　　－　　　　　１，１５０　　　　　１，０００　　　　　　　　　－

　　　　　社　債　　　４，０３８　　　　３３，５７７　　　　　４，７２９　　　　　　　　　－

　　　　　その他　　　５，０８８　　　　　　　２００　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

　　　　その他　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

　　　　合　計　　　　９，５０８　　　　５０，６２２　　　　１１，２０９　　　　　　　　　－

　30．金融商品に係る会計基準及び退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

　計審議会平成 10年６月 16日））の適用に伴う銀行法施行規則の改正により中間貸借対照表の様式が改定されました

が、その内容は次のとおりであります。

(1) 従来の「退職給与引当金」は、「退職給付引当金」に含めて表示しております。

(2) その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「その他有価証券評価差額金」

として計上しております。
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株式会社  東北銀行

            平成12年4月 1日から
第８１期中          中間損益計算書

            平成12年9月30日まで

（単位：百万円）

     科                      目 金 額

8,613

7,289

（ 6,125 ）

（ 739 ）

787

48

487

8,049

1,050

（ 529 ）

329

1

5,414

1,252

564

42

522

285

△ 72

308

750

38

1,098

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）

（ う ち 預 金 利 息 ）

中 間 未 処 分 利 益

中 間 利 益

前 期 繰 越 利 益

退 職 慰 労 積 立 金 取 崩 額

税 引 前 中 間 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他 業 務 費 用

役 務 取 引 等 費 用

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

経 常 利 益

(7)

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用



株式会社　東北銀行

中間損益計算書の注記

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．当中間期から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利

益は６３百万円、税引前中間利益は６３百万円減少しております。

３．当中間期から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価の方法、デリバティブの評価の方法、ヘッジ会計の

方法、償却原価法の採用、ゴルフ会員権の減損処理等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合

と比較して、経常利益は８０百万円、税引前中間利益は８０百万円減少しております。
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（平成13年3月期  中間個別決算説明資料）

株式会社  東北銀行

比較中間貸借対照表（主要内訳）

（単位:百万円）
平 成 12 年 平 成 11 年 比     較 平成11年度末 比     較

中 間 期 末 (A) 中 間 期 末 (B) （A－B） （要約）（C） （A－C）

14,731 23,510 △ 8,779 22,198 △ 7,467
35,657 33,894 1,763 27,000 8,657
5,000 － 5,000 3,000 2,000

0 0 0 1 △ 1
207 16 191 223 △ 16

85,030 83,735 1,295 82,065 2,965
452,553 441,478 11,075 452,031 522

58 80 △ 22 67 △ 9
2,535 3,546 △ 1,011 2,791 △ 256
9,048 9,347 △ 299 9,136 △ 88
2,993 2,820 173 3,305 △ 312
20,242 22,072 △ 1,830 21,398 △ 1,156
△ 8,227 △ 8,227 △ 7,358 △ 869
619,831 620,503 △ 672 615,860 3,971

567,364 564,720 2,644 561,274 6,090
200 160 40 470 △ 270
648 427 221 424 224

1,503 1,004 499 1,503 0
2 2 0 7 △ 5

700 － 700 700 －
3,287 4,110 △ 823 4,964 △ 1,677

7,356 △ 7,356
1,340 △ 1,340 1,386 △ 1,386

1,483 1,483 1,483
1,228 1,231 △ 3 1,228 －
20,242 22,072 △ 1,830 21,398 △ 1,156
596,660 602,426 △ 5,766 593,358 3,302

6,000 3,811 2,189 6,000 －
5,329 3,143 2,186 5,290 39
1,767 1,772 △ 5 1,767 －
9,521 9,348 173 9,443 78
8,423 8,361 62 8,361 62
1,098 986 112 1,082 16

中間 ( 当期) 利益 308 396 △ 88 658 △ 350
552 552 552

23,171 18,076 5,095 22,502 669
619,831 620,503 △ 672 615,860 3,971

貸 出 金

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券
有 価 証 券

買 入 手 形
買 入 金 銭 債 権

資 本 の 部 合 計

動 産 不 動 産

借 用 金
外 国 為 替

繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返

資 産 の 部 合 計
貸 倒 引 当 金

コ ー ル マ ネ ー

法 定 準 備 金

任 意 積 立 金

外 国 為 替

その他有価証券評価差額金

譲 渡 性 預 金

そ の 他 資 産

再 評 価 差 額 金

退 職 給 与 引 当 金

剰 余 金

(9)

再評価に係る繰延税金負債

負債及び資本の部合計

中間(当期)未処分利益

支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計

資 本 金

科              目

（資産の部）

(負債の部)

(資本の部)

そ の 他 負 債
貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

預 金

社 債

現 金 預 け 金



（平成13年3月期  中間個別決算説明資料）

株式会社  東北銀行

（単位：百万円）
平 成 12 年 平 成 11 年 比 較 平成11年度

中間期（A） 中間期（B） （A－B） （ 要 約 ）

8,613 8,629 △ 16 17,343

資 金 運 用 収 益 7,289 7,434 △ 145 14,868

( う ち 貸 出 金利息 ) （ 6,125 ） （ 6,256 ） （ △ 131 ） （ 12,498 ）
(うち有価証券利息配当金) （ 739 ） （ 817 ） （ △ 78 ） （ 1,593 ）

役 務 取 引 等 収 益 787 790 △ 3 1,590

そ の 他 業 務 収 益 48 25 23 162

そ の 他 経 常 収 益 487 378 109 721

8,049 7,765 284 15,909

資 金 調 達 費 用 1,050 1,179 △ 129 2,280

( う ち 預 金 利 息 ) （ 529 ） （ 760 ） （ △ 231 ） （ 1,406 ）

役 務 取 引 等 費 用 329 324 5 657

そ の 他 業 務 費 用 1 257 △ 256 326

営 業 経 費 5,414 5,385 29 10,641

そ の 他 経 常 費 用 1,252 617 635 2,004

564 863 △ 299 1,434

0 4 △ 4 4

42 37 5 60

522 831 △ 309 1,378

285 493 △ 208 1,266

△ 72 △ 58 △ 14 △ 546

308 396 △ 88 658

750 565 185 565

38 － 38 －

－ 24 △ 24 29

142

28

1,098 986 112 1,082中間(当期)未処分利益

中 間 ( 当 期 ) 利 益

前 期 繰 越 利 益

退職慰労積立金取崩額

法 人 税 等 調 整 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

(10)

比較中間損益計算書（主要内訳）

科                目

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

特 別 損 失

税引前中間(当期) 利益

法人税、住民税及び事業税
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株式会社　東北銀行

１．損益状況
　【単体】 （単位：百万円）

12年中間期 11年中間期
11年中間期比

6,744 256 6,488
6,707 240 6,467
6,675 3 6,672
6,639 △ 12 6,651
6,180 △ 5 6,185
457 △ 7 464
37 14 23

（ う ち 国 債 等 債 券 損 益） 36 15 21
68 252 △ 184
68 252 △ 184
58 △ 11 69

△ 0 0 0
9 264 △ 255

（ う ち 国 債 等 債 券 損 益） － － －
5,414 45 5,369
2,868 134 2,734
2,249 △ 84 2,333
297 △ 4 301

1,329 211 1,118
1,292 195 1,097
398 736 △ 338
930 △ 527 1,457
36 15 21

△ 366 227 △ 593
475 △ 373 848
0 △ 6 6

474 △ 368 842
－ － －
－ － －
－ － －
－ － －
874 364 510
6 △ 84 90

368 188 180
291 205 86
70 67 3
102 △ 62 164
564 △ 299 863

△ 42 △ 10 △ 32
△ 3 29 △ 32
－ △ 4 4
3 △ 34 37
－ － －
－ － －
522 △ 309 831
285 △ 208 493

△ 72 △ 14 △ 58
308 △ 88 396

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(1)

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 利 益

動 産 不 動 産 処 分 損

税 引 前 中 間 利 益

うち退職給付会計導入変更時差異償却

うち年金基金への追加拠出

そ の 他 臨 時 損 益

株 式 等 売 却 益

う ち 動 産 不 動 産 処 分 損 益
動 産 不 動 産 処 分 益

株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却

貸 出 金 償 却
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額

経 常 利 益
特 別 損 益

共 同 債 権 買 取 機 構 売 却 損
延 滞 債 権 等 売 却 損
債権売却損失引当金繰入額

③特定海外債権引当勘定繰入額
（貸倒償却引当費用①＋②＋③）

株 式 等 関 係 損 益

業 務 純 益（ 一般 貸倒 繰入 前）
（除く国債等債券損益（５勘定尻））

臨 時 損 益
② 不 良 債 権 処 理 額

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益
うち国債等債券損益(５勘定尻)

業 務 粗 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

そ の 他 業 務 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

税 金

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）
人 件 費
物 件 費

Ⅰ　平成１２年度中間決算の概況



株式会社　東北銀行

【連結】
＜連結損益計算書ベース＞ （単位：百万円）

12年中間期 11年中間期
11年中間期比

7,096 258 6,838
6,230 1 6,229
694 5 689
171 250 △ 79

5,561 10 5,551
941 342 599
25 3 22
505 △ 398 903
409 735 △ 326
6 △ 84 90

101 △ 75 176
702 △ 252 954
△ 41 △ 11 △ 30
661 △ 263 924
366 △ 187 553
△ 82 △ 2 △ 80
65 14 51
312 △ 88 400

（注）１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．連結粗利益＝（資金運用収益－資金運用費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

＋（その他業務収益－その他業務費用）

（参考） （単位：百万円）
1,125 △ 489 1,614

（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引（配当等）

（連結対象会社数） （単位：社）
5 0 5
－ － －

連 結 粗 利 益

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 経 費

貸 出 金 償 却

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益

貸 倒 償 却 引 当 費 用

特 別 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
株 式 等 関 係 損 益
そ の 他
経 常 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

少 数 株 主 利 益

連 結 業 務 純 益

連 結 子 会 社 数
持 分 法 適 用 会 社 数

(2)

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益



株式会社　東北銀行

２．業務純益　【単体】 （単位：百万円）

(1)業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 1,329 211 1,118
職員一人当り（千円） 1,859 335 1,524

(2)業務純益 930 △ 527 1,457
職員一人当り（千円） 1,301 △ 684 1,985

（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員により算出しております。

３．利　鞘　【単体】
　①全　体 （％）

　資金運用利回　　　（Ａ） 2.55 △ 0.05 2.60
貸出金利回 　　　（Ｃ） 2.76 △ 0.06 2.82
有価証券利回 1.67 △ 0.26 1.93

　資金調達原価　 2.31 △ 0.01 2.32
　預金債券 2.14 △ 0.05 2.19
預金等利回 0.19 △ 0.08 0.27
経費率 1.95 0.03 1.92

　預貸金利鞘　　（Ｃ）－（Ｄ） 0.62 △ 0.01 0.63
　総資金利鞘　　（Ａ）－（Ｂ） 0.24 △ 0.04 0.28

　②国内部門 （％）

　資金運用利回　　　（Ａ） 2.38 △ 0.08 2.46
貸出金利回 2.75 △ 0.06 2.81
有価証券利回 1.55 △ 0.27 1.82

　資金調達原価　 2.14 △ 0.04 2.18
預金等利回 0.18 △ 0.07 0.25

　総資金利鞘　　（Ａ）－（Ｂ） 0.24 △ 0.04 0.28

　４．有価証券関係損益【単体】 （単位：百万円）

国債等債券損益(５勘定尻) 36 15 21
売　却　益 5 △ 10 15
償　還　益 32 25 7
売　却　損 1 1 －
償　還　損 － △ 2 2
償　　　却 － － －

株式等損益（３勘定尻） 6 △ 84 90
売　却　益 368 188 180
売　却　損 291 205 86
償　　　却 70 67 3

12年中間期 11年中間期
11年中間期比

12年中間期 11年中間期

12年中間期
11年中間期比

11年中間期

(3)

11年中間期比

11年中間期比
11年中間期12年中間期



株式会社　東北銀行

５．自己資本比率（国内基準）
　【単体】 （単位：百万円）

(1)自己資本比率 7.69 % 0.13 % 1.95 % 7.56 % 5.74 %

(2)基本的項目 20,658 117 4,498 20,541 16,160

(3)補完的項目 5,684 233 1,804 5,451 3,880

　(ｲ)再評価差額金 1,348 － △ 4 1,348 1,352
　(ﾛ)一般貸倒引当金 2,135 233 607 1,902 1,528
　(ﾊ)劣後ローン・劣後社債残高 2,200 － 1,200 2,200 1,000

(4)控除項目 50 50 50 － －

(5)自己資本(2)+(3)-(4) 26,292 300 6,252 25,992 20,040

(6)リスクアセット 341,745 △ 1,879 △ 6,992 343,624 348,737

　【連結】 （単位：百万円）

(1)自己資本比率 8.09 % 0.19 % 2.01 % 7.90 % 6.08 %

(2)基本的項目 22,443 181 4,710 22,262 17,733

(3)補完的項目 5,719 199 1,772 5,520 3,947

　(ｲ)再評価差額金 1,348 － △ 4 1,348 1,352
　(ﾛ)一般貸倒引当金 2,170 199 575 1,971 1,595
　(ﾊ)劣後ローン・劣後社債残高 2,200 － 1,200 2,200 1,000

(4)控除項目 50 50 50 － －

(5)自己資本(2)+(3)-(4) 28,113 331 6,432 27,782 21,681

(6)リスクアセット 347,321 △ 4,038 △ 9,156 351,359 356,477

６．ＲＯＥ【単体】 （％）

　業 務 純 益 ベ ー ス

　業 務 純 益 ベ ー ス 8.12 △ 8.07 16.19
　中 間 利 益 ベ ー ス 2.69 △ 1.71 4.40

(4)

12年３月末 11年９月末

12年中間期
11年中間期比

11年中間期

12年９月末 12年３月末 11年９月末

12年９月末
［速報値］ 12年３月末比 11年９月末比

11.60 △ 0.83 12.43

［速報値］ 12年３月末比 11年９月末比

（一般貸倒引当金繰入前）



株式会社　東北銀行

Ⅱ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

　【単体】 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額 5,534 1,492 2,111 4,042 3,423

延 滞 債 権 額 4,036 △ 355 △ 1,753 4,391 5,789

３カ月以上延滞債権額 1,296 830 714 466 582

貸出条件緩和債権額 9,945 4,221 6,270 5,724 3,675

合 計 20,812 6,187 7,342 14,625 13,470

452,553 522 11,075 452,031 441,478

（％）

破 綻 先 債 権 額 1.22 0.33 0.45 0.89 0.77

延 滞 債 権 額 0.89 △ 0.08 △ 0.42 0.97 1.31

３カ月以上延滞債権額 0.28 0.18 0.15 0.10 0.13

貸出条件緩和債権額 2.19 0.93 1.36 1.26 0.83

合 計 4.59 1.36 1.54 3.23 3.05

　【連結】 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額 5,665 1,531 2,233 4,134 3,432

延 滞 債 権 額 4,299 △ 315 △ 1,793 4,614 6,092

３カ月以上延滞債権額 1,303 822 721 481 582

貸出条件緩和債権額 9,985 4,216 6,214 5,769 3,771

合 計 21,253 6,253 7,375 15,000 13,878

449,671 525 10,585 449,146 439,086

（％）

破 綻 先 債 権 額 1.25 0.33 0.47 0.92 0.78

延 滞 債 権 額 0.95 △ 0.07 △ 0.43 1.02 1.38

３カ月以上延滞債権額 0.28 0.18 0.15 0.10 0.13

貸出条件緩和債権額 2.22 0.94 1.37 1.28 0.85

合 計 4.72 1.39 1.56 3.33 3.16

(5)

12年３月末 11年９月末

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ）

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

12年９月末
12年３月末比 11年９月末比

12年９月末 12年３月末

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ）

貸
出
金
残
高
比

貸
出
金
残
高
比

11年９月末
12年３月末比 11年９月末比

リ
ス
ク
管
理
債
権
額



株式会社　東北銀行

２．貸倒引当金の状況

　【単体】 （単位：百万円）

8,227 869 871 7,358 7,356

一 般 貸 倒 引 当 金 2,301 399 773 1,902 1,528

個 別 貸 倒 引 当 金 5,925 470 97 5,455 5,828

特定海外債権引当勘定 － － － － －

　【連結】 （単位：百万円）

8,458 895 907 7,563 7,551

一 般 貸 倒 引 当 金 2,312 341 717 1,971 1,595

個 別 貸 倒 引 当 金 6,146 555 190 5,591 5,956

特定海外債権引当勘定 － － － － －

３．金融再生法開示債権

　【単体】 （単位：百万円）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

危 険 債 権 2,615 △ 151 △ 279 2,766 2,894

要 管 理 債 権 10,080 5,432 7,692 4,648 2,388

小   　　計 21,126 5,752 6,942 15,374 14,184

正 常 債 権 452,255 △ 6,302 2,339 458,557 449,916

合 計 473,381 △ 550 9,281 473,931 464,100

４．金融再生法開示債権の保全状況（１２年９月末）

　【単体】 （単位：百万円）

保全額 保全率

担保保証等 貸倒引当金 （Ｂ）／（Ａ）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

危 険 債 権 2,615 2,548 1,835 713 97.43 %

要 管 理 債 権 10,080 7,546 6,913 633 74.86 %

小   　　計 21,126 18,525 11,981 6,544 87.68 %

正 常 債 権 452,255

合 計 473,381

100.00 %8,431 8,431 3,233 5,198

（Ｂ）

7,960 8,902

貸出金等の残高

貸　倒　引　当　金

12年３月末 11年９月末12年９月末
12年３月末比 11年９月末比

貸　倒　引　当　金

12年９月末 12年３月末 11年９月末

12年３月末比 11年９月末比

12年９月末 12年３月末 11年９月末

(6)

12年３月末比 11年９月末比

8,431 471 △ 471

（Ａ）
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５．業種別貸出状況等

　①業種別貸出金【単体】 （単位：百万円）

国　　内　　店　　分
（除く特別国際金融取引勘定分）

製 造 業 40,997 1,160 1,442 39,837 39,555
農 業 2,479 5 504 2,474 1,975
林 業 337 △ 32 △ 67 369 404
漁 業 1,591 9 △ 51 1,582 1,642
鉱 業 1,519 △ 92 0 1,611 1,519
建 設 業 68,635 △ 886 4,012 69,521 64,623
電気・ガス・熱供給・水道業 3,029 △ 80 207 3,109 2,822
運 輸 ・ 通 信 業 11,448 988 876 10,460 10,572
卸売・小売業、飲食店 77,488 895 458 76,593 77,030
金 融 ・ 保 険 業 7,269 962 1,809 6,307 5,460
不 動 産 業 32,637 625 607 32,012 32,030
サ ー ビ ス 業 73,276 △ 2,870 △ 3,375 76,146 76,651
地 方 公 共 団 体 14,912 △ 1,918 1,692 16,830 13,220
そ の 他 116,936 1,756 2,963 115,180 113,973

　②消費者ローン残高【単体】 （単位：百万円）

73,859 7,012 8,513 66,847 65,346
うち住宅ローン残高 63,859 3,387 5,288 60,472 58,571
うちその他ローン残高 9,999 3,625 3,225 6,374 6,774

（注）12年９月期よりカードローン残高を、その他ローン残高に含めております。

　③中小企業等貸出比 （％）

93.16 0.48 1.47 92.68 91.69
（注）平成11年12月に中小企業基本法が一部改正されており、12年３月末以降については改正後の中小企業基本法に規定する
　　中小企業の範囲によっております。

６．預金、貸出金の状況【単体】 （単位：百万円）

567,364 6,090 2,644 561,274 564,720
553,102 △ 3,301 △ 3,896 556,403 556,998

　貸 出 金　（末　残） 452,553 522 11,075 452,031 441,478
　　　　　　（平　残） 441,498 △ 660 84 442,158 441,414

(7)

11年９月末

452,553 522 11,075 452,031 441,478

12年９月末

12年３月末比 11年９月末比

12年３月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高

12年９月末 12年３月末

12年３月末比 11年９月末比

11年９月末

12年９月末 12年３月末 11年９月末
12年３月末比 11年９月末比

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

12年９月末

　預　　金　（末　残）
　　　　　　（平　残）

12年３月末 11年９月末

12年３月末比 11年９月末比
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７．有価証券の評価損益

（１）有価証券の評価基準
売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）
満期保有目的有価証券 償却原価法
その他有価証券 時価法（評価差額を全部資本直入）
子会社株式及び関連会社株式 原価法

（２）評価損益 （単位：百万円）

【連結】 評価損益 評価損益
前期比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 △ 11 69 81
その他有価証券 937 1,685 748
株　式 △ 22 458 480
債　券 1,037 1,190 153
その他 △ 77 36 114

合　　計 926 △ 551 1,755 829 1,477 2,383 905
株　式 △ 22 △ 484 458 480 462 1,153 690
債　券 1,061 44 1,214 153 1,017 1,209 192
その他 △ 113 △ 112 82 195 △ 1 20 21

（注）１．平成12年９月末には、「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中の
　　　　　コマーシャル・ペーパーも含めております。
　　　２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、中間連結貸借対照表価額と取得
　　　　　価額との差額を計上しております。
　　　３．平成12年９月末の「その他有価証券」の評価については、中間期末日の時価に基づいております。
　　　４．平成12年９月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、５５２百万円であります。

（単位：百万円）

【単体】 評価損益 評価損益
前期比 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 △ 11 69 81
その他有価証券 936 1,684 748
株　式 △ 22 458 480
債　券 1,037 1,190 153
その他 △ 77 36 114

合　　計 925 △ 550 1,754 829 1,475 2,381 905
株　式 △ 22 △ 482 458 480 460 1,151 690
債　券 1,061 44 1,214 153 1,017 1,209 192
その他 △ 113 △ 112 82 195 △ 1 20 21

（注）１．平成12年９月末には、「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中の
　　　　　コマーシャル・ペーパーも含めております。
　　　２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、中間貸借対照表価額と取得価額
　　　　　との差額を計上しております。
　　　３．平成12年９月末の「その他有価証券」の評価については、中間期末日の時価に基づいております。
　　　４．平成12年９月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、５５２百万円であります。

(8)

平成12年９月末 平成12年３月末

平成12年９月末 平成12年３月末
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８．退職給付関連（退職給付債務残高）

（１）退職給付債務残高
【単体】 （単位：百万円）

平成12年９月期
退職給付債務残高（期首） （Ａ） 2,921

　　　　（割引率） （ 3.0 ％）
年金資産時価総額（期首） （Ｂ） 841
退職給付引当金（期首） （Ｃ） 1,386
会計基準変更時差異 （Ａ－Ｂ－Ｃ） 693
要償却残高（期首） （Ａ－Ｂ－Ｃ） 693
当中間期の償却額 （Ｄ） 69
　　　　（償却年数） （ 5 年）

要償却残額　（当中間期末） （Ａ－Ｂ－Ｃ－Ｄ） 624

（２）退職給付費用
【単体】 （単位：百万円）

平成12年９月期
退職給付費用 （Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 165
勤務費用 （Ａ） 67
利息費用 （Ｂ） 43
期待運用収益 （Ｃ） 16
会計基準変更時差異 （Ｄ） 69
その他 （Ｅ） 1

(9)
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